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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、当社は関連会社がないため記載しておりません。 

４ 従業員数のうち平均臨時雇用者数は、８時間換算をもとに算出しております。 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

売上高 (千円) 18,148,049 20,075,857 23,178,165 36,416,688 41,633,298

経常利益 (千円) 568,998 652,507 770,423 1,386,106 1,410,669

中間(当期)純利益 (千円) 294,872 330,466 411,315 688,908 769,519

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 639,750 651,523 665,688 646,263 659,539

発行済株式総数 (株) 8,000,000 8,070,500 8,150,000 8,039,000 8,118,500

純資産額 (千円) 4,170,839 4,839,190 5,637,013 4,578,523 5,294,314

総資産額 (千円) 12,292,464 13,145,377 15,986,086 12,260,317 14,055,544

１株当たり純資産額 (円) 521.35 599.61 691.66 569.54 652.13

１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 36.86 41.07 50.63 86.07 95.44

潜在株式調整後 
１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) 36.57 40.69 50.46 85.39 94.66

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) ― ― ― 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 33.9 36.8 35.3 37.3 37.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,220,689 1,202,767 1,566,360 1,554,041 1,602,200

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △1,390,993 △1,262,975 △2,047,952 △1,997,579 △2,344,192

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 179,731 △280,433 612,620 △7,815 271,867

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 2,348,175 1,546,752 1,548,299 1,887,394 1,417,270

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
463 
(912)

492
(952)

527
(1,148)

439 
(906)

485
(1,103)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の(外書)は、パートタイマー・アルバイト(１日８時間換算)の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 従業員数は、定期新卒採用及び駅家モール店の出店に伴い平成17年２月28日現在と比較し、42(45)名増加しております。

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

  

従業員数(名) 
527
(1,148)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益、設備投資は緩やかに増加しており、企業部門において着実

な回復の動きが見られました。また、個人部門におきましても雇用情勢の改善により個人消費にも明るさが見え

はじめる等、景気は弱さを脱する動きが見られるようになりました。 

このような経営環境の中、当社は、備後（広島県東部）及び岡山・倉敷地区でのドミナント化を確立するた

め、平成17年４月に24時間営業の駅家モール店（広島県福山市 売場面積600坪型）を開店しました。駅家モール

店ではテナントに100円均一ショップ、ドラッグストア、衣料品及びファミリーレストランが入店し、お客様の生

活に密着したＮＳＣ化（近隣購買型ショッピングセンター）を推進しました。また、同年６月に水呑店（広島県

福山市 売場面積450坪型）を新築移転しました。旧水呑店は黒字店舗であったものの、外部環境の変化に対応す

るため、積極的に新築移転しました。既存店におきましては、神辺店（広島県深安郡神辺町）、新涯店（広島県

福山市）、山手店（広島県福山市）に新しいＳＩ（ストア・アイデンティティー）を採用し、温かみのある店内

カラーにするとともにＨＭＲ（調理済み加工食品）の拡充、ボリューム感と安さを打ち出したドライグロサリー

の大量陳列を用いた、ニューフォーマット店舗に改装しました。更に、円山店（岡山県岡山市）を24時間営業に

する等、既存店舗の活性化に積極的に取り組みました。なお、平成17年８月31日現在の店舗数は、広島県19店

舗、岡山県９店舗の計28店舗（うち24時間営業店舗数 26店舗）となりました。 

商品面におきましては、暦や生活催事に連動した52週ＭＤ（マーチャンダイジング）に取り組んだほか、関連

商品を組み合わせ様々なメニューを提案するクロスＭＤも推進し、「地域一番店づくり」に努めました。また、

消費者ニーズの多様化にきめ細かく対応した豊富な品揃え及び「お値打ちのある低価格商品」をコンセプトに持

つＰＢ商品（プライベート・ブランド商品）である「ハローズセレクション」の開発に取り組みました。ハロー

ズセレクションは、平成17年８月31日現在241品目（平成17年２月28日現在187品目）となり、価値ある商品を安

く提供することによりお客様のご支持をいただくとともに、収益にも一定の貢献をするまでに育ってまいりまし

た。 

店舗運営面におきましては、引き続き取り組んでおりますドライグロサリーの自動発注システムが12店舗まで

拡大し、欠品率の減少、発注担当者の作業負担の軽減等、店舗オペレーションにおいて一定の成果を上げてまい

りました。 

以上の結果、当中間会計期間の売上高は231億78百万円（前年同期比15.5％増）、経常利益は７億70百万円（前

年同期比18.1％増）、中間純利益は４億11百万円（前年同期比24.5％増）となりました。 

  

  

  

  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産取得による支出等の

要因により一部相殺されたものの、税引前中間純利益を７億71百万円計上したこと、仕入債務が５億28百万円増

加したこと及び、短期借入金による収入５億円等の要因により、前事業年度末に比べて１億31百万円増加し、当

中間会計期間末には15億48百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、営業活動の結果得られた資金は15億66百万円（前年同期比３億63百万円増加）とな

りました。これは主に、税引前中間純利益７億71百万円（前年同期比１億36百万円増加）、預り建設協力金の増

加３億38百万円（前年同期は－百万円）、減価償却費２億83百万円（前年同期比96百万円増加）、仕入債務の増

加５億28百万円（前年同期比50百万円増加）によるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、投資活動の結果使用した資金は20億47百万円（前年同期比７億84百万円増加）とな

りました。これは主に、新店舗の建設等に伴う有形固定資産取得による支出19億３百万円（前年同期比７億56百

万円増加）によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、財務活動の結果得られた資金は６億12百万円（前年同期は使用した資金２億80百万

円）となりました。これは主に、短期借入金の増加額５億円（前年同期は減少額４億97百万円）、長期借入金に

よる増加額６億円（前年同期比１億円増加）、及び長期借入金の返済による支出４億18百万円（前年同期比２億

５百万円増加）によるものであります。 

  

２ 【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

商品部門別仕入実績 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他は、玉子、煙草、催事であります。 
  

商品部門 仕入金額(千円) 前年同期比(％) 

青果 2,065,250 112.2

鮮魚 1,386,290 108.7

惣菜 1,443,949 143.8

精肉 1,826,018 114.4

生鮮計 6,721,508 117.6

一般食品 3,600,000 107.7

デイリー 3,804,722 114.1

菓子 982,204 122.0

雑貨 746,405 97.8

酒 1,096,107 122.3

その他 1,034,764 116.7

ドライグロサリー計 11,264,206 112.3

合計 17,985,715 114.2



(2) 販売実績 

商品部門別販売実績 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ その他は、玉子、煙草、催事であります。 

３ 主な販売先の販売実績で、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上の販売先はありません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありま

せん。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

商品部門 売上高(千円) 前年同期比(％) 

青果 2,470,015 113.0

鮮魚 1,931,818 107.4

惣菜 2,346,740 132.5

精肉 2,550,773 114.5

生鮮計 9,299,347 116.5

一般食品 4,231,422 109.5

デイリー 4,853,611 115.7

菓子 1,329,317 123.1

雑貨 963,186 101.8

酒 1,352,397 128.5

その他 1,148,881 120.3

ドライグロサリー計 13,878,817 114.8

合計 23,178,165 115.5



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、除却等について重要な変更はあり

ません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものについては、次のとおりであり

ます。 

（新設） 

駅家モール店（広島県福山市）については、平成17年４月に完成し、店舗営業を開始しております。 

水呑店（広島県福山市）については、平成17年６月に完成し、店舗営業を開始しております。 

  

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 完成後の増加売場面積には、テナント（別棟除く。）を含んでおります。 

３ 児島店は、営業の譲受けによる店舗の改装であります。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手予定
年月 

完了予定 
年月 

完成後の 
増加売場 
面積(㎡) 総額 

（千円） 
既支払額
（千円） 

児島店 
（岡山県倉敷市） 

店舗改装 150,000 11,000 自己資金
平成17年
9月 

平成17年 
10月 

1,951

田ノ上店（仮称） 
（岡山県倉敷市） 

店舗新設 1,021,000 561,209
自己資金、
増資資金及
び借入金 

平成18年
1月 

平成18年 
4月 

1,650

伊勢丘店（仮称） 
（広島県福山市） 

店舗新設 1,424,000 487,959
自己資金、
増資資金及
び借入金 

平成18年
8月 

平成18年 
11月 

2,000



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 平成17年10月31日を払込期日とする一般募集による増資により発行済株式総数が900,000株増加しております。 

３ 提出日現在の発行数には、平成17年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式は

含まれておりません。 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権(ストックオプション)に関する事項は、次のとおり
であります。 

平成15年５月22日の定時株主総会決議 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 24,600,000

計 24,600,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 8,150,000 9,050,000
ジャスダック
証券取引所 

(注) 1 

計 8,150,000 9,050,000 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成17年８月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年10月31日) 

新株予約権の数(個) 220 (注)１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 22,000 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり630（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年６月１日
至 平成19年５月31日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

  発行価格   630
  資本組入額  315 

(注)２ 同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３、５ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左 



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

 ２ 当社が株式分割又は株式併合を行う場合、行使価額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の

端数は切り上げるものとします。 

  

また、当社が時価を下回る価額で新株の発行を行うときは、次の算式により行使価額の調整を行い、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げるものとします。 

  上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じ、行使

価額の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で行使価額は適切に調整されるものとします。 

３ 新株予約権者は、行使時において当社の取締役、監査役及び従業員であることを要することとします。新株予約権者が死

亡した場合には、６ヶ月以内に限り相続人が新株予約権を行使できることとします。 

４ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するものとします。 

５ 権利行使条件の細目等は、平成15年５月22日開催の第45回定時株主総会での特別決議及び平成15年６月18日開催の取締役

会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結した契約において定めております。 

  

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

既発行株式数 ＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

１株当たり時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) １ 新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。 

２ 平成17年10月31日を払込期日とする一般募集による増資により発行済株式総数が900,000株、資本金が495,000千円及び資

本準備金が494,712千円増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

(注) 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係

るものであります。 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年３月１日～ 
平成17年８月31日  

31,500 8,150,000 6,148 665,688 6,148 608,970

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社サンローズ 広島県福山市加茂町北山230 2,137,950 26.23

佐 藤 利 行 広島県福山市伊勢丘８丁目２－７ 1,399,305 17.17

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11 578,300 7.10

ハローズ従業員持株会 広島県福山市南蔵王町６丁目26－７ 414,300 5.08

佐 藤 太 志 広島県福山市春日町２－11－32 377,500 4.63

佐 藤 國 人 広島県福山市蔵王町160－153 338,000 4.15

エイチエスビーシーバンクピー
エルシーアカウントアトランテ
ィスジャパングロースファンド 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

２ ＣＯＰＴＨＡＬＬ ＡＶＥＮＵＥ，
ＬＯＮＤＯＮ,ＥＣ ２Ｒ ７ＤＡ ＵＫ
（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

201,000 2.47

佐 藤 伸 子 広島県福山市蔵王町160－153 192,000 2.36

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11－３ 141,200 1.73

佐 藤 新 三 
広島県福山市坪生町３丁目11－１フロー
ル清風Ａ202 

105,000 1.29

計 ― 5,884,555 72.20



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の「株式数(株)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。な

お、「議決権の数(個)」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10個が含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所の公表のものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,149,800 81,488 ― 

単元未満株式 普通株式 200 ― ― 

発行済株式総数 8,150,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 81,488 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 1,320 1,245 1,208 1,249 1,270 1,280

最低(円) 1,152 1,160 1,140 1,171 1,187 1,160



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成16年３月１日から平成16年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

ただし、当中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)及

び、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の中間財務諸表については、あずさ監査法人によ

り中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

 ① 【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   1,546,752   1,548,299 1,417,270   

２ 売掛金   769   2,552 585   

３ たな卸資産   704,269   808,031 748,144   

４ その他   298,208   335,394 309,699   

貸倒引当金   △120   △120 △120   

流動資産合計    2,549,879 19.4 2,694,157 16.8   2,475,580 17.6

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※1,2        

(1) 建物   4,248,868   5,560,470 4,867,435   

(2) 構築物   469,935   920,853 812,648   

(3) 土地   3,994,483   4,086,947 3,430,174   

(4) その他   701,573   554,593 424,836   

  計   9,414,860   71.6 11,122,865 69.7 9,535,094   67.8

２ 無形固定資産   50,011   0.4 59,386 0.3 62,035   0.5

３ 投資その他の資産          

(1) 差入敷金保証金   873,671   1,124,384 1,020,844   

(2) その他   256,954   1,023,972 1,000,669   

 貸倒引当金   ―   △38,680 △38,680   

  計   1,130,625   8.6 2,109,676 13.2 1,982,833   14.1

固定資産合計    10,595,498 80.6 13,291,929 83.2   11,579,963 82.4

資産合計    13,145,377 100.0 15,986,086 100.0   14,055,544 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 金額(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 買掛金   2,283,311   2,590,170 2,061,483   

２ 短期借入金   ―   500,000 ―   

３ １年以内に返済 
  予定の長期借入金 ※２ 538,904   971,088 853,508   

４ 未払金   211,032   217,087 254,526   

５ 未払費用   455,323   473,081 385,181   

６ 未払法人税等   334,153   397,298 429,194   

７ ポイント値引引当金   97,300   118,600 100,400   

８ その他 ※２ 310,163   224,525 182,513   

流動負債合計    4,230,188 32.2 5,491,851 34.3   4,266,809 30.3

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ※２ 2,708,353   2,993,795 2,930,129   

２ 退職給付引当金   120,198   137,534 129,807   

３ 役員退職慰労引当金   145,690   161,530 153,600   

４ 預り建設協力金 ※２ 559,159   816,304 552,841   

５ 預り敷金保証金   502,189   531,588 587,903   

６ その他   40,408   216,469 140,138   

固定負債合計    4,075,998 31.0 4,857,221 30.4   4,494,420 32.0

負債合計    8,306,187 63.2 10,349,073 64.7   8,761,229 62.3

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    651,523 5.0 665,688 4.2   659,539 4.7

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   594,805   608,970 602,821   

資本剰余金合計    594,805 4.5 608,970 3.8   602,821 4.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   16,200   16,200 16,200   

２ 任意積立金   3,122,982   3,822,709 3,122,982   

３ 中間(当期)未処分 
  利益   453,490   522,945 892,542   

利益剰余金合計    3,592,672 27.3 4,361,855 27.3   4,031,724 28.7

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    188 0.0 500 0.0   228 0.0

資本合計    4,839,190 36.8 5,637,013 35.3   5,294,314 37.7

負債資本合計    13,145,377 100.0 15,986,086 100.0   14,055,544 100.0

           



 ② 【中間損益計算書】 

  

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 金額(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    20,075,857 100.0 23,178,165 100.0   41,633,298 100.0

Ⅱ 売上原価    15,668,471 78.0 17,925,992 77.3   32,239,908 77.4

売上総利益    4,407,385 22.0 5,252,172 22.7   9,393,390 22.6

Ⅲ 営業収入    252,202 1.2 498,363 2.1   581,838 1.4

営業総利益    4,659,588 23.2 5,750,536 24.8   9,975,228 24.0

Ⅳ 販売費及び一般管理費    4,080,391 20.3 4,966,505 21.4   8,729,354 21.0

営業利益    579,196 2.9 784,030 3.4   1,245,874 3.0

Ⅴ 営業外収益 ※１  106,623 0.5 27,094 0.1   239,700 0.6

Ⅵ 営業外費用 ※２  33,312 0.2 40,701 0.2   74,906 0.2

経常利益    652,507 3.2 770,423 3.3   1,410,669 3.4

Ⅶ 特別利益 ※３  ― ― 5,480 0.0   140,422 0.3

Ⅷ 特別損失 ※４  17,619 0.1 4,361 0.0   57,754 0.1

税引前中間(当期) 
純利益    634,888 3.2 771,542 3.3   1,493,337 3.6

法人税、住民税 
及び事業税   334,246   384,278 802,565   

法人税等調整額   △29,825 304,421 1.5 △24,051 360,226 1.5 △78,746 723,818 1.7

中間(当期)純利益    330,466 1.6 411,315 1.8   769,519 1.9

前期繰越利益    123,023 111,630   123,023 

中間(当期)未処分 
利益    453,490 522,945   892,542 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  634,888 771,542 1,493,337

２ 減価償却費  186,987 283,580 435,062

３ 貸倒引当金の増加額  ― ― 38,680

４ 退職給付引当金の増加額  15,221 7,727 24,830

５ 役員退職慰労引当金の 
  増加額 

 12,180 7,930 20,090

６ ポイント値引引当金の 
  増加額 

 14,000 18,200 17,100

７ 受取利息及び受取配当金  △1,285 △2,137 △4,129

８ 支払利息  29,635 34,496 60,041

９ 固定資産売却益  ― ― △138,322

10 固定資産売却損  9,960 ― 9,960

11 固定資産除却損  53 314 1,508

12 売上債権の減少額(△増加 
  額) 

 127 △1,967 311

13 たな卸資産の増加額  △74,566 △59,886 △118,441

14 仕入債務の増加額  477,692 528,687 255,865

15 未払消費税等の増加額 
  (△減少額) 

 △79,559 53,409 △132,937

16 預り建設協力金の増加額   ― 338,793 120,264

17 預り敷金・保証金の増加額
（△減少額） 

  ― △56,315 223,900

18 その他  392,826 86,771 109,841

小計  1,618,163 2,011,145 2,416,962

19 利息及び配当金の受取額  467 431 817

20 利息の支払額  △30,294 △29,042 △56,733

21 法人税等の支払額  △385,569 △416,175 △758,846

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 1,202,767 1,566,360 1,602,200

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の取得による 
  支出 

 △1,146,854 △1,903,742 △2,403,560

２ 有形固定資産の売却による 
  収入 

 20,000 ― 1,077,304

３ 無形固定資産の取得による 
  支出 

 △12,148 △4,701 △31,260

４ 店舗賃借に係る長期前払費 
  用の支出 

 ― △74,078 △649,841

５ 差入敷金・保証金等の回収 
  による収入 

 10,894 22,520 25,756

６ 差入敷金・保証金等の支払 
  による支出 

 △134,866 △87,950 △362,590

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,262,975 △2,047,952 △2,344,192



  

  

  

    
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入れによる増減額 
  (△減少額) 

 △497,854 500,000 △497,854

２ 長期借入れによる収入  500,000 600,000 1,300,000

３ 長期借入金の返済による 
  支出 

 △212,966 △418,754 △476,586

４ 株式の発行による収入  10,521 12,297 26,553

５ 配当金の支払額  △80,134 △80,922 △80,245

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △280,433 612,620 271,867

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  （△減少額） 

 △340,642 131,029 △470,124

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 1,887,394 1,417,270 1,887,394

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 1,546,752 1,548,299 1,417,270

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  商品 

   生鮮食品 

    …最終仕入原価法 

   その他の商品 

    …売価還元法によ

る原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

     中間決算日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

   時価のないもの 

     移動平均法によ

る原価法 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

     決算日の市場価

格等に基づく時価

法(評価差額は全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

   定率法(ただし、平

成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附

属設備を除く)につい

ては定額法)によって

おります。 

   なお、耐用年数及び

残存価額については、

法人税法に規定する方

法と同一の基準によっ

ております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

   定額法によっており

ます。 

   なお、償却年数につ

いては法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

   ただし、ソフトウェ

ア(自社利用分)につい

ては、社内における利

用可能期間(５年)に基

づく定額法によってお

ります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

    

――――― 

(3) 長期前払費用 

   均等償却によってお

ります。 

   なお、償却期間につ

いては法人税法に規定

する方法と同一の基準

によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) ポイント値引引当金 

   メンバーズカードの

ポイント使用による売

上値引に備えるため、

過去の使用実績率に基

づき将来使用されると

見込まれる金額を計上

しております。 

(2) ポイント値引引当金 

同左 

(2) ポイント値引引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務の

見込額に基づき、当中

間会計期間期末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

   数理計算上の差異に

ついては、各期の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処

理することとしており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務の

見込額に基づき、当中

間会計期間期末におい

て発生していると認め

られる額を計上してお

ります。 

   数理計算上の差異に

ついては、各期の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）に

よる按分額をそれぞれ

発生の翌期より費用処

理しております。 

(3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に

備えるため、当期末に

おける退職給付債務の

見込額に基づき計上し

ております。 

   数理計算上の差異に

ついては、各期の発生

時における従業員の平

均残存勤務期間以内の

一定の年数（10年）に

よる按分額を発生の翌

期から費用処理するこ

ととしております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく中間期末要

支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給

額を計上しておりま

す。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについ

ては、特例処理の要件

を満たしているため、

特例処理を採用してお

ります。 

また、為替予約が付

されている外貨建金銭

債務等については、振

当処理を行っておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについ

ては、特例処理の要件

を満たしているため、

特例処理を採用してお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

金利スワップについ

ては、特例処理の要件

を満たしているため、

特例処理を採用してお

ります。 

また、為替予約が付

されている外貨建金銭

債務等については、振

当処理を行っておりま

す。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

    …金利スワップ 

    …為替予約 

   ヘッジ対象 

    …借入金利息 

    …外貨建金銭債務

等 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

    …金利スワップ 

  

   ヘッジ対象 

    …借入金利息 

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象 

ヘッジ手段 

    …金利スワップ 

    …為替予約 

   ヘッジ対象 

    …借入金利息 

    …外貨建金銭債務

等 

  (3) ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に

行っております。 

   また、外貨建取引の

為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替

予約取引を行っており

ます。 

(3) ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に

行っております。 

  

(3) ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で

金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に

行っております。 

   また、外貨建取引の

為替相場の変動リスク

を回避する目的で為替

予約取引を行っており

ます。 

  (4) ヘッジ有効性評価の方

法 

   有効性評価は、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段に

関する重要な条件が同

一のため、省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方

法 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短

期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 

 なお、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のう

え、流動負債の「その他」

に含めて表示しておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっておりま

す。 



会計処理方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

（退職給付引当金） 

 当社は退職給付債務の算定にあた

り、前事業年度は簡便法によってお

りましたが、当中間会計期間から原

則法による算定方法に変更しており

ます。 

 この変更は、従業員数の増加によ

り、退職給付債務の金額に重要性が

生じたため、その算定の精度を高

め、退職給付費用の期間損益計算を

より適正化するために行ったもので

あります。 

 この変更に伴い、当期首における

退職給付債務について計算した簡便

法と原則法の差額7,605千円を特別

損失に計上しております。この結

果、従来と同一の方法によった場合

と比較して、営業利益及び経常利益

は2,372千円増加し、税引前中間純

利益は5,232千円減少しておりま

す。 

  

――――― 

（退職給付引当金） 

 当社は退職給付債務の算定にあた

り、前事業年度は簡便法によってお

りましたが、当事業年度から原則法

による算定方法に変更しておりま

す。 

 この変更は、従業員数の増加によ

り、退職給付債務の金額に重要性が

生じたため、その算定の精度を高

め、退職給付費用の期間損益計算を

より適正化するために行ったもので

あります。 

 この変更に伴い、当期首における

退職給付債務について計算した簡便

法と原則法の差額7,605千円を特別

損失に計上しております。 

 この結果、従来と同一の方法によ

った場合と比較して、営業利益及び

経常利益は57千円増加し、税引前当

期純利益は7,547千円減少しており

ます。 

  

――――― 

（情報処理手数料） 

 仕入先に対するＥＯＳ（オンライ

ンによる発注システム）処理料等の

情報処理手数料は、従来、営業外収

益として処理しておりましたが、当

中間会計期間から営業収入として処

理する方法に変更しております。 

 この変更は、情報システム業務の

多様化に伴い、仕入先との取引内容

及び受取手数料の内容を再検討した

ところ、仕入先に対するＥＯＳ処理

料等の情報処理手数料は、当社の営

業活動の成果としての性格を強めて

おり、かつ金額的重要性も増加傾向

にあることから、損益区分のより適

正化を図るために行ったものであり

ます。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、営業総

利益及び営業利益は98,855千円増加

し、営業外収益は同額減少しており

ますが、経常利益及び税引前中間純

利益に与える影響はありません。 

  

――――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(長期前払費用の計上) 

 出店時の土地建物の賃借に伴い発

生する立退料、造成費用等の付随費

用は、従来重要性が乏しかったため

支出時の費用としておりましたが、

当中間会計期間から長期前払費用に

計上し賃借契約期間にわたり費用処

理することとしました。 

 これは、今後の出店店舗が大型化

し、発生する付随費用の重要性も増

すことが見込まれるため、賃借期間

にわたり発現する賃借料引下げ効果

について本来の会計処理を行うこと

としたものであります。 

 なお、当中間会計期間において

は、該当する取引は無いため、損益

に与える影響はありません。 

  

――――― 

(長期前払費用の計上) 

 出店時の土地建物の賃借に伴い発

生する立退料、造成費用等の付随費

用は、従来重要性が乏しかったため

支出時の費用としておりましたが、

当事業年度から長期前払費用に計上

し賃借期間にわたり費用処理するこ

ととしました。 

 これは、今後の出店店舗が大型化

し、発生する付随費用の重要性も増

すことが見込まれるため、賃借期間

にわたり発現する賃借料引下げ効果

について本来の会計処理を行うこと

としたものであります。 

 この結果、従来と同一の方法によ

った場合と比較して、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益はそれ

ぞれ205,614千円増加しておりま

す。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,386,995千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,891,135千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,613,080千円 

      

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

建物 2,212,317千円

土地 1,499,552千円

計 3,711,869千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

建物 2,117,510千円

土地 1,499,552千円

計 3,617,062千円

※２ 担保に供している資産及びこ

れに対応する債務 

  (1) 担保に供している資産 

建物 2,148,888千円

土地 1,499,552千円

計 3,648,441千円

  (2) 上記に対応する債務 

長期借入金 2,708,353千円

１年以内に 
返済予定の 
長期借入金 

538,904千円

流動負債 
「その他」 

9,183千円

預り建設 
協力金 

134,692千円

計 3,391,133千円

  (2) 上記に対応する債務 

長期借入金 2,423,199千円

１年以内に
返済予定の 
長期借入金 

787,524千円

流動負債
「その他」 

9,183千円

預り建設
協力金 

125,509千円

計 3,345,415千円

  (2) 上記に対応する債務 

長期借入金 2,267,751千円

１年以内に
返済予定の 
長期借入金 

669,944千円

流動負債
「その他」 

9,183千円

預り建設
協力金 

130,101千円

計 3,076,979千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 820千円

仕入割引 12,217千円

受取手数料 83,120千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 1,709千円

仕入割引 15,027千円

   

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 3,318千円

仕入割引 26,266千円

受取手数料 173,815千円

      

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 29,635千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 34,496千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 60,041千円

      

※３  ―――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

賃貸契約
解約益 

5,480千円

※３ 特別利益のうち主要なもの 

固定資産
売却益 

138,122千円

    賃貸契約
解約益 

2,100千円

    

※４ 特別損失のうち主要なもの 

固定資産 
売却損 

9,960千円

退職給付 
費用 

7,605千円

※４ 特別損失のうち主要なもの 

差入敷金
解約違約金 

4,046千円

  

  

※４ 特別損失のうち主要なもの 

貸倒引当金 
繰入額 

38,680千円

固定資産
売却損 

9,960千円

退職給付
費用 

7,605千円

 ５ 減価償却実施額 

有形 
固定資産 

186,987千円

無形 
固定資産 

6,016千円

 ５ 減価償却実施額 

有形 
固定資産 

283,580千円

無形 
固定資産 

7,350千円

 ５ 減価償却実施額 

有形
固定資産 

435,062千円

無形
固定資産 

13,105千円

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成16年８月31日現在) 

現金及び 
預金残高 

1,546,752千円

現金及び 
現金同等物 

1,546,752千円

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年８月31日現在) 

現金及び 
預金残高 

1,548,299千円

現金及び 
現金同等物 

1,548,299千円

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

(平成17年２月28日現在) 

現金及び
預金残高 

1,417,270千円

現金及び
現金同等物 

1,417,270千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具及び 
備品 1,266,535 486,046 780,489

ソフト 
ウェア 43,007 13,629 29,377

合計 1,309,542 499,675 809,867

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

器具及び 
備品 1,919,015 726,450 1,192,565

ソフト 
ウェア 65,684 24,880 40,803

合計 1,984,699 751,331 1,233,368

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

器具及び
備品 1,617,641 642,757 974,883

ソフト
ウェア 51,847 18,440 33,407

合計 1,669,488 661,198 1,008,290

      

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 247,662千円

１年超 569,965千円

合計 817,627千円

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 358,788千円

１年超 839,333千円

合計 1,198,122千円

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 292,312千円

１年超 674,950千円

合計 967,262千円

      

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 126,343千円

減価償却費 
相当額 

121,422千円

支払利息相当額 5,470千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 175,069千円

減価償却費
相当額 

170,155千円

支払利息相当額 5,250千円

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 279,335千円

減価償却費
相当額 

269,619千円

支払利息相当額 11,011千円

      

４ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

      

５ 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

当中間会計期間末(平成17年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,096 1,413 317

合計 1,096 1,413 317

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(優先株) 30,000

非上場株式 2,096

  
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,096 1,936 840

合計 1,096 1,936 840

  
中間貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(優先株) 30,000

非上場株式 2,096



前事業年度末(平成17年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月31日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップ取引及び為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用している

ため注記の対象から除いております。 

  

当中間会計期間末(平成17年８月31日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いて

おります。 

  

前事業年度末(平成17年２月28日) 

該当事項はありません。 

なお、当社は金利スワップ取引及び為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用している

ため注記の対象から除いております。 

  

  
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 1,096 1,480 384

合計 1,096 1,480 384

  
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券 

非上場株式(優先株) 30,000

非上場株式 2,096



(持分法損益等) 

  

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

当社は、関連会社がないため記載し
ておりません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 599.61円 １株当たり純資産額 691.66円 １株当たり純資産額 652.13円

１株当たり中間純利益 41.07円 １株当たり中間純利益 50.63円 １株当たり当期純利益 95.44円

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

40.69円
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

50.46円
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

94.66円

  
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間損益計算書上の中間（当期）純利
益（千円） 

330,466 411,315 769,519

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

330,466 411,315 769,519

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 8,046,965 8,123,978 8,062,449

中間（当期）純利益調整額（千円） ― ― ―

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益の算定に用いられた普通株
式増加数の主要な内訳（株） 
 新株引受権 
 新株予約権 

73,955
― 

15,250
12,950 

66,778 
― 

普通株式増加数（株） 73,955 28,200 66,778 

希薄化効果を有しないため、潜在株式
調整後１株当たり中間（当期）純利益
の算定に含まれなかった潜在株式の概
要 

 
――――― ――――― 

  
――――― 



(重要な後発事象) 

  

 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――――― 平成17年10月13日開催の当社取締役

会において、下記のとおり新株式の発

行並びに売出しを決議し、平成17年10

月31日に払込が完了いたしました。 

この結果、平成17年10月31日付で資

本金は1,160,688千円、発行済株式総

数は9,050,000株となっております。 

――――― 

  

  
① 募集方法 ：一般募集   

② 発行する株式
の種類及び数 

：普通株式 
900,000株 

③ 発行価格 ：１株につき 
1,173円 

一般募集はこの価格にて行いまし
た。 
④ 発行価額 ：１株につき 

1,099.68円 
この価額は当社が引受人より１株

当たりの新株式払込金として受取っ

た金額であります。 

なお、発行価格と発行価額との差

額の総額は、引受人の手取金となり

ます。 
⑤ 発行価額の
総額 

989,712千円 

⑥ 払込金額の総
額 

989,712千円 

⑦ 資本組入額の
総額 

495,000千円 

⑧ 払込期日 ：平成17年10月31日 

⑨ 配当起算日 ：平成17年９月１日 

⑩ 資金の使途 ：店舗出店設備資金 



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第47期) 

自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

  
平成17年５月27日 
中国財務局長に提出 

(2) 
  

有価証券届出書 
及びその添付書類 

新株式発行並びに株式売出し   
平成17年10月13日 
中国財務局長に提出 

(3) 
  

有価証券届出書の 
訂正届出書 

 上記(2)に係る訂正届出書でありま
す。 

  
平成17年10月24日 
中国財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

平成16年11月15日

株式会社ハローズ 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ハローズの平成16年３月１日から平成17年２月28日までの第47期事業年度の中間会計期間(平成16年３月１日から平成

16年８月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠し中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加

の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合

理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ハローズの平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年３月１

日から平成16年８月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

  

  
  

あ ず さ 監 査 法 人 

代表社員
関与社員

  公認会計士  相  原  一  保  ㊞ 

関与社員   公認会計士  山  本  昭  人  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

平成１７年１１月１４日

株式会社 ハ ロ ー ズ 

 取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ハローズの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４８期事業年度の中間会計期間（平

成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ハローズの平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期

間（平成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から仕入先に対するEOS（オンラインによ

る発注システム）処理料等の情報処理手数料計上の損益区分を変更した。 

また、重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１０月１３日開催の取締役会において、一

般募集による新株式の発行並びに売出しを決議し、平成１７年１０月３１日に払込が完了した。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  相  原  一  保  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  山  本  昭  人  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。 
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